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いのちとくらしをまもる 防災減災 令和７年８月６日からの大雨関連

国土交通本省災害査定官を鹿児島県へ派遣し、
被災した河川・道路等の迅速な復旧を支援します

〜令和 7 年 8 月 ６ 日からの大雨関連の災害緊急調査を実施〜

令和 7 年 8 月21日 水管理・国土保全局防災課

　令和 ７年 ８月 ６日からの大雨について、被害状況を迅速かつ的確に把握するとともに、被災した
公共土木施設に対する応急措置や復旧工法等の技術的な助言・指導を行うため、国土交通本省災害
査定官を鹿児島県に派遣して災害緊急調査を実施します。

※災害緊急調査とは、広域にわたる災害や人的被害が発生している等の特別な災害において、本省から派遣された災害査定
官が、現地における災害時の気象、水理及び被害状況を迅速かつ的確に把握するとともに、被災した公共土木施設に対す
る応急措置及び復旧方針樹立の指導を行うものです。

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo06_hh_000323.html

【災害緊急調査】
○派遣日程：令和 ７年 ８月25日（月）～26日（火）
○派 遣 先：鹿児島県内の河川・道路等

○派 遣 者：国土交通省水管理・国土保全局
　　　　　　防災課　災害査定官
　　　　　　　児玉　光広（こだま　みつひろ）
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https://www.bousai.go.jp/pdf/250825_press_2.pdf

　令和 ７年 ８月18日に「令和 ７年 ８月 ６日からの大
雨による災害」として農地等の激甚災害の指定見込
みを公表しておりますが、その後、地方公共団体や
関係省庁等による被害状況調査の進展により、下記
の措置を適用する見込みとなりましたので、適用措
置を追加公表するものです。

　今後は、激甚災害として指定する政令の制定に向
けた手続を進めてまいります。
　また、地方公共団体や関係省庁等による被害状況
の把握が進展し、適用措置や地域の追加が必要とな
った場合には、改めてお知らせいたします。

１ ．激甚災害の指定（見込み）
　令和 ７年 ８月 ６日からの大雨による災害（仮称）

２ ．適用措置の指定（見込み）

 【本激】 � ：追加指定する見込みとなった適用措置

①　公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助（法第 ３条、第 ４条）
　公共土木施設の災害復旧事業等について、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法等の根拠法令等に基づ
く通常の国庫補助率を嵩上げ。
（過去 ５か年の実績の平均では公共土木施設等は71％→84％に嵩上げ）

※今後、地方公共団体や関係省庁等による被害状況の把握の進展により、適用措置や地域が追加される場合がある。

令和 ７ 年 ８ 月 ６ 日からの大雨による災害について
の激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の指定
見込みについて（第 ２ 回）

令和 7 年 8 月25日 内閣府政策統括官（防災担当）

令和 ７年 ８月 ６日からの大雨による災害についての激甚災害及びこれに対し
適用すべき措置の指定見込みについて
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激甚災害指定により適用される措置の概要　

（第 ３・ ４条）公共土木施設災害復旧事業等

＜通常の災害時の措置＞　（公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法等）
○公共土木施設（河川・海岸・砂防設備・道路・港湾・漁港・水道・下水道・公園等）、公立学校、公営住宅、生活保護・
児童福祉・老人福祉・障害者福祉等の施設の災害復旧事業、都道府県等が行う感染症予防事業、流入した土砂等や浸水
の排除事業等が対象
○公共土木施設災害復旧事業では、復旧費用の自治体の標準税収入に対する割合に応じ、段階的に国庫負担率を嵩上げ
○補助率　　71％（地方負担分への交付税措置を加えると９８．6％）
　　　　　　　　（過去 ５カ年の実績の平均）

＜激甚災害指定時の措置＞
○補助率等を嵩上げ　　71％ ⇒ ８4％（地方負担分への交付税措置を加えると９９．２％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（過去 ５カ年の実績の平均）
　 ※プール計算方式　（個別事業ごとに補助率を嵩上げするのではなく、各事業の地方負担額を合計し、地方公共団体の
　　　　　　　　　　　標準税収入に応じて一部を国が負担）

※激甚災害の措置は、いずれも一定以上の被害が生じた場合に適用され、その程度、範囲等は政令で定める基準に基づく。

（令和 ７年 ８月 ６日からの大雨による災害）� ：追加指定する見込みとなった適用措置
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　「 ８月 ６日からの大雨による災害（仮称）」について、激甚災害（本激）の指定の事前公表が行わ
れたことから、国土交通省では被災した公共土木施設について、災害査定に要する期間等を大幅に
縮減する「大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）及び事前ルール」※１を適用します。
　豪雨災害に見舞われた地方自治体の災害復旧事業の災害査定の事務手続きを迅速にする効率化が
可能となります。

※ １　平成29年 １ 月13日から大規模災害発生時に被災自治体の災害査定に要する期間等を大幅に縮減するルールとして設け
たもの。（別添参照）

いのちとくらしをまもる 防災減災 令和７年８月６日からの大雨関連

８ 月 ６ 日からの大雨により被災した、
道路・河川等の迅速な復旧を支援

〜大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）
及び事前ルールを適用します〜

令和 7 年 8 月25日 水管理・国土保全局 防災課
都市局都市安全課

＜対象区域＞
県：新潟県、富山県、石川県、山口県、福岡県、
　　熊本県、鹿児島県
政令指定都市：福岡市、熊本市
　
・対象区域は、21日現在の被害報告件数により決定
しており、上記以外の区域においては必要に応じ
個別に対応する。

＜災害査定の効率化（簡素化）の主な内容＞
○書面による査定上限額の引上げ（机上査定の拡大）
により査定に要する時間や人員を大幅に縮減
　・書面による査定の上限額を通常の1,000万円未
満から引き上げる※２。

○現地で決定できる災害復旧事業費の金額の引上げ
により早期の災害復旧を実施
　・現地で決定できる災害復旧事業費の金額を通常
の ４億円未満から引き上げる※２。

○設計図書の簡素化により早期の災害査定を実施
　・既存地図や航空写真、代表断面図を活用するこ
とで、測量・作図作業等を縮減する。

　・土砂崩落等により被災箇所へ近寄れない現場に
対し、航空写真等を用いることで、調査に要す
る時間を縮減する。

○早期確認型査定※３による地域の早期復旧
　・従来の査定よりも早い段階で被災状況を確認す
ることや災害査定官等による技術的助言を行う
ことで、手戻りのないシームレスな設計を実現
することなどにより、「災害査定の申請」及び「災
害復旧工事の着手」の ２つをスピードアップし、
災害復旧全体の迅速化を図る。

※ ２　引上げ額については後日発表する

※ ３　対象市町村については後日発表す
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大大規規模模災災害害時時のの災災害害査査定定のの効効率率化化（（簡簡素素化化））及及びび事事前前ルルーールル化化

【【事事前前ルルーールル化化】】

■対象とする大規模災害（大規模査定方針第二）
○カテゴリーS：激甚災害（本激）に指定又は指定の事前公表がされた災害で、かつ、緊急災害対策本部（政府）が

設置された災害（過去の事例：東日本大震災（H23））
○カテゴリーA：激甚災害（本激）に指定又は指定の事前公表がされた災害

（過去の事例：令和６年能登半島地震（R6）、梅雨前線豪雨等（R5）、台風第14号、第15号の暴風雨等（R4）、
梅雨前線豪雨等（R2）、東日本台風（R元）

■対象区域（大規模災害査定方針第四）
○当該災害における被災箇所数が、都道府県又は指定都市の区域事業主体において、過去五箇年の平均箇所数（激甚災害に係るもの
を除く）を超えた区域

⇒カカテテゴゴリリーーSS・・AAの災害かつ対対象象区区域域の要件を満たした場合、効効率率化化（（簡簡素素化化））のの①①～～④④を実施可能
さらに、以下の条件も満たした場合、⑤⑤早早期期確確認認型型査査定定も実施可能

■被災箇所数（大規模査定方針第十一）
○被災箇所数が市（指定都市を除く）においては60箇所、町においては30箇所、村においては20箇所を超える場合

【【災災害害査査定定のの手手続続ききのの効効率率化化（（簡簡素素化化））のの内内容容】】

①机机上上査査定定限限度度額額のの引引上上げげ（カテゴリーSは申請予定箇所の概ね9割、カテゴリーAは申請予定箇所の概ね７割となる金額まで引き上げる）

（原則：1,000万円未満） （参考：過去の事例 カテゴリーS 5,000万円、カテゴリーA 2,000万円）

： 会議室で書類のみで行う机上査定の対象限度額の引上げにより査定期間を短縮

②採採択択保保留留金金額額のの引引上上げげ（カテゴリーSは採択保留件数の概ね9割、カテゴリーAは採択保留件数の概ね６割となる金額まで引き上げる）
（原則：４億円以上） （参考：過去の事例 カテゴリーS 30億円、カテゴリーA ８億円）

： 現地で決定できる災害復旧事業の金額の引上げにより早期着手が可能

③設設計計書書にに添添付付すするる図図面面等等のの効効率率化化
： 設計図書の作成において航空写真や代表的な断面図等の活用により測量・設計期間を短縮 など

④一一箇箇所所工工事事のの取取扱扱いい
： 被災した箇所が100ｍを超える箇所であっても統合可能、 被災した箇所間の距離にかかわらず適度な工事発注単位に分割可能

⑤早早期期確確認認型型査査定定
： 申請時（前査定）の積算は不要とすることや災害査定官等による技術的助言を行うことで手戻りのないシームレスな設計を実現す
ることなどにより、「災害査定の申請」及び「災害復旧工事の着手」 の２つをスピードアップし、災害復旧全体の迅速化を図る

別添
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　国土交通省では、「防災の日」に関する取組の一環として、「国土交通省地震防災訓練」を実施し
ています。
　本年は、 ９月 １日に、東京都23区を震源とする首都直下地震発生（7：00 発生想定）から約 ６時
間後の状況を想定し、国土交通省緊急災害対策本部会議の運営訓練を実施します。
　本部会議運営訓練では、「発災時の災害情報の収集 ･伝達 ･共有体制の確認」、「関東地方整備局、
関東運輸局等とのテレビ会議」を実施します。
　また同日、職員の非常参集訓練及び安否確認訓練を行います。

　

首都直下地震を想定した防災訓練を実施します
～ 9 月 1 日、 国土交通省 緊急災害対策本部会議の運営訓練を実施～

令和 7 年 8 月28日 水管理・国土保全局防災課
大臣官房参事官（運輸安全防災）

いのちとくらしをまもる 防災減災

１ ．訓練実施日時等
⑴　国土交通省緊急災害対策本部会議運営訓練
　①　実 施 日 時： ９月 １日（月）　 ９：50～10：20
　②　実 施 場 所：国土交通省防災センター
　　　　　　　　　（中央合同庁舎第 ２号館14階）
　③　訓練参加者：国土交通省緊急災害対策本部
　　　　　　　　　構成員
　　　　本　部　長：国土交通大臣
　　　　本部長代行：国土交通副大臣、
　　　　　　　　　　国土交通大臣政務官
　　　　副 本 部 長：事務次官他本部構成員等
　　　　　※一部構成員はオンラインにより参加

⑵　職員の非常参集訓練及び安否確認訓練
　①　実 施 日 時： ９月１日（月）　 ７：00
　②　訓練対象者：
　　　非常参集訓練…参集要員（災害時に業務継続

を担う職員等）
　　　安否確認訓練…全職員

訓練中の防災センターの状況（令和 ５年 ９月 １日）



（8） 第 915 号 防 災 令 和  7  年  9  月  1  日

https://www.qsr.mlit.go.jp/site_files/newstopics_files/20250714/bousai25071502.pdf

防災ヘリ 「はるかぜ」 による霧島山 （新燃岳） の上空調査を
TEC-FORCE アドバイザーとともに実施します

令和 7 年 7 月14日 九州地方整備局

○霧島山（新燃岳）においては、令和 7年 6月22日に 7年ぶりの噴火が観測され、現在も噴火が続
いている状況です。新燃岳噴火に伴う火山灰の堆積状況を確認するため、防災ヘリ「はるかぜ」
にて上空から調査を実施します。

○この調査にあたっては、九州地方整備局「TEC-FORCE」と学識経験者「TEC-FORCE アドバ
イザー（※）（TEC-Doctor）」が合同で調査を行います。なお、「TEC-FORCEアドバイザー」の
活用は全国初となります。

※TEC-FORCEアドバイザーとは
河川・道路・砂防・港湾施設等が災害等により損傷した場合に、調査・復旧方法の選定等に関する助言等を行って頂く学
識経験者です。従来のTEC-Doctor と同様の活動になります。

○防災ヘリによる調査予定行程
　 ７月１５日（火）
　　１１：３０　　　奈多ヘリポート離陸
　　１３：３０頃～　降灰状況調査（新燃岳）
　　　　　　　　※鹿児島空港にて状況確認
　　１６：００頃　　鹿児島空港内会議室（別紙参照）

にて会見予定
天候等により、時間変更及び調査
中止の可能性あり。

○上空調査の実施機関
　TEC-FORCEアドバイザー
　　　鹿児島大学　名誉教授� 地頭薗　隆
　　　宮崎大学　教授� 清水　　収
　TEC-FORCE
　　　国土交通省職員� ４ 名
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https://www.qsr.mlit.go.jp/site_files/newstopics_files/20250801/bousai25080101.pdf

トカラ列島地震に伴う十島村への支援を行いました。
～悪石島の安全確認を支援～

令和 7 年 8 月 1 日 九州地方整備局

○九州地方整備局では、令和 ７年 ６月２１日から発生しているトカラ列島近海を震源とする地震に伴
い、十島村役場からの要請により、悪石島における二次被害防止を目的とし、道路等の安全確認
を支援するため、現地にカメラを設置しました。
○カメラ設置にあたっては、「九州地方整備局TEC-FORCE」と「TEC-FORCE パートナー」が
協働で実施しました。
○「TEC-FORCEパートナー」の活動は全国初となります。

※ TEC-FORCE パートナーとは
災害協定に基づき、災害時に活躍いただいている民間企業等を「TEC-FORCEパートナー」として位置づけ、自治体支
援において「TEC-FORCE」と一体的に活動を行うものです。

○カメラ設置（悪石島）
　 ７月３１日（木）　カメラ設置作業完了
　※今回設置したカメラの映像は十島村役場のみ確

認できます。

○作業体制
　TEC-FORCE
　　　〈九州地方整備局職員〉�２  名
　TEC-FORCEパートナー
　　　〈㈱ケーネス〉�２  名

トカラ列島地震に伴う十島村（悪石島）への支援

▲十島村役場 カメラ映像確認▲悪石島 カメラによる映像（イメージ）

▲悪石島 カメラ設置状況▲TEC-FORCEとTEC-FORCEパートナーの出発式

カメラ設置

○十島村役場からの要請により、悪石島における二次被害防止を目的とし、道路等の安全確認を支援するため、

現地にカメラを設置しました。

○カメラ設置にあたっては、｢九州地方整備局 TEC-FORCE」と「TEC-FORCEパートナー」が協働で実施しました。

○「TEC-FORCEパートナー」の活動は全国初となります。
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https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001902208.pdf

　道路法施行規則の一部を改正する省令が本日、公布されました。本省令の施行に伴い、道路管理
者が占用物件の安全性や維持管理の状況について確認できるよう、道路占用者に対して、占用物件
の安全性に関する報告及び地下占用物連絡会議等が必要と認める場合における点検結果等の報告を
求めることとします。

　

「道路法施行規則の一部を改正する省令」 の公布について
～占用物件の維持管理の基準を強化します～

令和 7 年 ７ 月25日 道路局 路政課
国道・技術課

１ ．背　　景
　令和 ７年 １月28日に埼玉県八潮市において、下水
道管の破損に起因すると考えられる大規模な道路陥
没事故が発生したことを踏まえ、「下水道等に起因
する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員
会」にて、関係者間におけるリスク情報の共有のあ
り方等について議論されており、道路管理者と道路
占用者との連携強化が求められております。
　直轄国道においては、「道路管理者による占用物
件の維持管理の適正化ガイドライン（令和元年 ５月
30日）」により、占用物件の占用期間満了に伴う更
新時等における道路占用者による書面の提出等をも
って、道路管理者は、占用物件の安全性について確
認を行っております。一方で、地方公共団体が管理
する道路については、国と同様の取組を実施してい
る都道府県は全体の約 ６割、市町村は約 ２割にとど
まっており、占用物件の管理状況が十分に道路管理
者に共有されていない状況にあります。
　また、今般の道路陥没事故の発生を受け、道路利
用者や第三者への重大事故を未然に防止する観点か
ら、本年 ４月より、各都道府県において、道路管理
者と道路占用者が、相互の点検計画や点検結果を共
有するほか、道路陥没を防ぐための取組の状況共有
などを行う場として地下占用物連絡会議が設置され
ており、占用物件の規模や種類、場所等も考慮しな
がら、こうした取組をさらに進める必要があります。

２ ．概　　要
　道路法施行規則（昭和27年建設省令第25号）第 ４
条の ５の ５を改正し、道路管理者が占用物件の安全
性や維持管理の状況について確認できるよう、以下
の２点を占用物件の維持管理の基準として位置づけ
ることとします。
・道路占用者は、占用物件の区分ごとに定める時期
（電柱、電線及び地下管路等にあっては、占用の
期間の更新時及び ５年に １回、それ以外の占用物
件にあっては占用の期間の更新時）に、道路管理
者に対して占用物件の安全性を確認した旨を報告
すること
・電柱、電線及び地下管路等の占用者にあっては、
道路管理者（道路法（昭和27年法律第180号）第
28条の ２第 １項に規定する協議会等が組織されて
いる場合には、当該協議会等）が定める期間ごと
に、点検の実施状況や結果等の占用物件の維持管
理の状況に関する事項について報告を行うこと
※地下占用物連絡会議は、道路法第28条の ２第 １
項の協議会として設置。

３ ．今後のスケジュール
公　　布：令和 ７年 ７月25日
施　　行：令和 ８年 ４月 １日
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占用物件の維持管理について 関係箇所

「「道道路路管管理理者者にによよるる占占用用物物件件のの維維持持管管理理のの適適正正化化

ガガイイドドラライインン（（令令和和元元年年５５月月3300日日））」」（（運運用用））

■ 運用規定

■■ 道道路路管管理理者者にによよるる占占用用物物件件のの維維持持管管理理のの適適正正化化ガガイイドドラライインン（（抄抄））
第３ 占用許可事務における道路管理者の対応
１ 許可審査における確認事項
（２） 占用物件の安全性

占用物件の占用期間満了に伴う更新時には、必要に応じて直近の管理
状況について確認すること。

２ 許可条件
（２） 物件の種別に応じて附すべき許可条件

ア 第４の１に定める確認が必要な占用物件 ※
・ 「道路利用者や第三者への重大事故を未然に防止する観点から・・・
占用許可後、５年が経過する時期を基本として、・・・占用物件の現状に
ついて、道路管理者あて書面等により報告すること」

※ その損傷により特に道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれのあ
る電柱、電線、地下管路及びこれら物件と一体となって機能する占用物
件並びに跨道橋

※ 直轄国道においては、占用者から道路管理者への報告義務を

許可条件として規定。

※ 自治体には技術的助言として送付。

【報告様式】

都道府県では、約 64 ％ （ 30自治体／47都道府県）

市区町村では、約 17 ％ （198自治体／1,198自治体※）

※1,741市区町村のうち回答のあった自治体

（令和７年２月28日時点）

において、ガイドラインを踏まえ、国と同様の取組を行っている。

直轄国道では占用者に対して占用物の管理状況を報告する義務を占用許可条件として規定。
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国民とともに守る基礎インフラ上下水道のあり方～安全性確保を最優先する管路マネジメントの実現に向けて～

（令和７年５月28日下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会）

国管理道路では、地下占用物の管理状況を報告する義務を占用許可条件として規定しているが、同様の取組を行っている

自治体は一部にとどまっている。また、管理状況の報告についても安全性を確認したことを証する書面のみの提出となって

いる。

道路地下空間情報の統合化の実現を図るためにも、自治体管理道路を含め地下占用物の安全性を確認した旨や、点検結

果などを報告するなど共有を図ることを制度化するとともに占用許可条件として規定する仕組みを検討すべきである。

⇒上記を踏まえ、占用物の維持管理に関する基準を定めた道路法施行規則を改正し、占用者に対して以下の報告を求めること

を規定。

占用物の点検の実施状況及び結果等を道

路管理者又は地下占用物連絡会議等への

報告

【報告頻度】

道路管理者又は地下占用物連絡会議

等が定める期間に１回

※占用物の規模等を考慮

地地下下占占用用物物連連絡絡会会議議※※等等がが必必要要とと認認めめるる場場

合合にに点点検検結結果果等等のの報報告告
※道路法第28条の２第１項に規定する協議会

占占用用物物のの安安全全性性ににつついいててのの報報告告

直轄の取組の横展開のための対応

占用物の安全性を確認した旨を道路管理

者へ報告

【報告時期】

ア）占用期間の更新時

イ）電柱、電線、地下管路等は占用期間

が５年を超える場合、ア）に加えて５年

が経過する時期

陥没リスクを踏まえた追加的な取組
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（占用物件の管理）

第三十九条の八 道路占用者は、国土交通省令で定める基準に従い、道路の占用をしている工作物、物件又は施設（以下こ

れらを「占用物件」という。）の維持管理をしなければならない。

道路法（昭和二十七年法律第百八十号）（抄）

道路法施行規則（昭和二十七年建設省令第二十五号）（抄）

（占用物件の維持管理に関する基準）

第四条の五の五 法第三十九条の八の国土交通省令で定める基準は、次のとおりとする。

一 道路占用者が、道路の構造若しくは交通に支障を及ぼし、又は及ぼすこととなるおそれがないように、適切な時期に、占

用物件の巡視、点検及び修繕その他の当該占用物件の適切な維持管理を行うこと。

二 道路占用者が、次のイ又はロに掲げる占用物件の区分に応じ、当該イ又はロに定めるときに、当該占用物件の安全性を

確認した旨を道路管理者へ報告すること。

イ 電柱及び電線並びに水管、下水道管その他これらに類するもの 占用の期間が満了した場合においてこれを更新しよ

うとするとき（許可を受けた道路の占用の期間が五年を超えるものにあつては、当該許可を受けた日から起算して五年を

経過したとき及び占用の期間が満了した場合においてこれを更新しようとするとき。）。

ロ イに掲げるもの以外のもの 占用の期間が満了した場合においてこれを更新しようとするとき。

三 前号イに掲げる占用物件にあつては、道路占用者が、当該占用物件の点検の実施に係る計画、その実施状況及び結果

その他の当該占用物件の維持管理の状況に関する事項のうち、道路管理者（協議会等（法第二十八条の二第一項に規

定する協議会その他これに準ずるものをいう。）が組織されている場合にあつては、当該協議会等。以下この号において

同じ。）が必要と認めるものについて、当該占用物件の規模若しくは種類その他の事項又は道路の構造若しくは交通の状

況その他の事情を勘案して道路管理者が定める期間に一回の頻度で、道路管理者へ報告すること。

改正し、追加
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協会だより

災害復旧技術専門家登録証伝達式

　災害復旧技術専門家は国や都道府県を退職された
方々で、国土交通本省防災課の災害査定官や国、都
道府県等の防災担当の本庁課長級もしくは土木事務
所長等の経歴を有し、災害復旧業務に長年携わり制
度を熟知し災害復旧事業に関する高度な技術的知見
を有する経験豊富な技術者です。災害復旧技術専門
家に登録するには、ご本人からの申請と在職してい

た都道府県等の災害担当部局からの推薦に基づき審
査し認定登録しています。登録証等は推薦機関より
ご本人に伝達していただいており、今回、令和 7年
6 月16日付で登録となった鹿児島県OBの方 ３名、
茨城県OBの方 ２名の伝達式の様子をご紹介いたし
ます。

鹿 児 島 県

◯令和 7年 8月 1日
　土木部長木佐貫浄治様から兒島優一氏（（一社）鹿
児島県建設業協会）、新田福美氏（㈱みともコンサ
ルタント）、林伸一氏（葉月工業㈱）に登録証を伝
達していただきました。鹿児島県から土木部次長荒

川泰二様、河川課長福永和久様、道路維持課技術補
佐宮本裕二様に立ち会っていただき、災害復旧技術
専門家九州ブロックからは鹿児島県代表川原智明氏
が立ち会いました。

宮本
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原部氏　飯村氏　横田氏　海老根氏　橋本河川課長
鈴木敬氏　柏谷聡氏

茨　城　県

◯令和 7年 8月 1日
　河川課長橋本則保様から柏谷聡氏（㈱水文環境さ
いたま技術センター）、鈴木敬氏（川崎地質㈱関東
支社水戸営業所）に登録証を伝達していただきまし

た。災害復旧技術専門家関東ブロックからは横田喜
一郎茨城県幹事、海老根隆氏、飯村信夫氏、原部修
一氏が立ち会いました。
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箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額

北 海 道 2 37,000 2 37,000 

青 森  000,938 61 000,938 61

岩 手  000,53 2 000,53 2

宮 城  020,531,1 13 000,006 1 020,535 03

秋 田  000,05 1 000,05 1

]391,19[]1[]391,19[]1[

山 形  391,172,1 4 000,001,1 2 391,171 2

福 島 1 106,000 1 106,000 

埼 玉  000,04 1 000,04 1

]000,441[]1[]000,441[]1[

新 潟  000,065,2 43 000,968 52 000,056 3 000,002 1 000,148 5

富 山  000,004 2 000,004 2

石 川  000,055 1 000,055 1

福 井  000,082,5 3 000,05 1 000,032,5 2

山 梨  000,01 1 000,01 1

長 野  069,370,1 61 069,3 1 000,21 1 000,003 1 000,857 31

)000,06()1()000,06()1(

]000,44[]3[]000,71[]1[]000,72[]2[

岐 阜  774,658,21 972 000,16 9 000,680,8 651 775,849 31 009,067,3 101

静 岡  000,669,1 4 000,008,1 1 000,661 3

愛 知  000,521 3 000,521 3

]396,1[]1[]396,1[]1[

三 重  390,361,1 93 390,361,1 93

滋 賀  000,06 1 000,06 1

)000,13()1()000,13()1(

大 阪  000,13 1 000,13 1

奈 良  006,467 7 000,096 2 006,47 5

和 歌 山  006,362,2 74 000,054,1 5 006,318 24

鳥 取  000,401,1 6 000,009 1 000,402 5

島 根  005,591 12 000,62 4 005,961 71

岡 山  712,682,1 36 712,682,1 36

広 島  029,37 21 029,37 21

山 口  000,111 8 000,111 8

徳 島  000,941 5 000,05 1 000,99 4

愛 媛  005,872,2 43 000,502 11 000,286,1 3 005,193 02

高 知  009,632,2 45 005,281 7 000,000,1 1 004,450,1 64

[4] [10,000] [4] [10,000]

福 岡  008,441 8 000,01 4 008,431 4

佐 賀  000,226,1 7 000,094,1 3 000,231 4

<1> <30,000> <1> <30,000>

長 崎  006,972 31 000,03 1 000,81 1 000,051 1 006,18 01

熊 本  003,852,1 35 003,852,1 35

大 分  000,023 3 000,023 3

宮 崎  955,178,6 81 000,103 9 000,001 1 955,104,6 3 000,96 5

]009,91[]4[]009,91[]4[

鹿 児 島  066,250,1 65 001,779 94 065,57 7

浜 松  000,061 3 000,061 3

<1> <30,000> <1> <30,000>

)000,19()2()000,06()1()000,13()1(

]687,013[]41[]000,01[]4[]009,63[]5[]000,441[]1[]391,19[]1[]396,82[]3[

 998,067,15 068 069,791,1 02 009,913,11 792 000,001 1 775,747,8 34 257,432,61 82 017,967,21 564 000,193,1 6

直 轄 計 3 38,170 3 38,170 

合 計  960,997,15 368 031,632,1 32 009,913,11 792 000,001 1 775,747,8 34 257,432,61 82 017,967,21 564 000,193,1 6

※上段（   ）内書は、公園分、［　　］内書は、水道・下水道分、<　　>内書は、港湾･港湾に係る海岸分である。 注意書き

補助計

合 計冬 期 風 浪 及 び 風 浪 豪 雨 地 す べ り 融 雪 地 震 梅 雨 前 線 豪 雨 台 風 そ の 他

令和 7年　発生主要異常気象別被害報告 令和 7年 7月31日現在（単位：千円）

※被害報告は、月 2回（15日、月末）国土交通省HPで公表。最新は下記をクリック
　http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html
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